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 研究要旨 
離島や交通網が脆弱な地域では、専門医療へのアクセスが困難であり、聴覚障害に対する遠隔医療の

導入が求められている。欧米では遠隔診療の有用性が示されており、日本でも一部地域で試行されて

いる。本研究では、人工内耳・補聴器医療における遠隔医療システムを構築し、安全性や有用性、対

面医療との比較、費用対効果の検討を通じて、保険収載に向けた指針作成を目指す。 

Ａ．研究目的 

 人工内耳および補聴器装用者では、良好な聴

覚機能を維持するために、マッピングや補聴器

フィッティング、言語聴覚士による聴覚リハビ

リテーションなどの継続的な専門的支援が必

要である。しかし、これらを提供できる専門施

設や専門職は全国的に限られており、特に地方

やへき地では、定期的な通院が患者および家族

にとって時間的、経済的、身体的負担となって

いる。 

 欧米では耳鼻咽喉科領域における遠隔医療

が広く導入されており、人工内耳・補聴器装用

者に対する遠隔マッピングや遠隔リハビリテ

ーションについても有効性や安全性が報告さ

れている。我が国においても、令和4年度から

実施されている厚生労働科学研究「言語聴覚士

等による人工内耳・補聴器装用者等に対する遠

隔医療の体制整備のための研究」により、多施

設共同研究を通じて遠隔医療の実施可能性お

よび一定の有用性・安全性が示されてきた。一

方、保険診療として広く普及させるためには、

遠隔リハビリテーションを含めた実臨床での

運用方法や有効性、安全性、患者負担軽減効果

に関するさらなるエビデンスの蓄積が必要で

ある。 

 本研究では、人工内耳・補聴器装用者を対象

とした遠隔医療の試行的運用および検証を行

い、言語聴覚士等による遠隔聴覚リハビリテー

ションの実施体制を構築するとともに、社会実

装および将来的な保険診療への導入に必要な

知見を得ることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究施設では、本研究の分担施設として遠

隔聴覚リハビリテーションを担当した。 

 対象は人工内耳または補聴器装用者とし、遠

隔医療システムを用いて言語聴覚士による遠

隔リハビリテーションおよび遠隔フィッティ

ングを実施した。遠隔診療では、患者自宅等と

医療機関をインターネット回線で接続し、機器

調整や装用状況の確認、聴覚リハビリテーシ

ョンを実施した。 

 評価項目として、 

 人工内耳マッピングおよび補聴器フィ

ッティングデータ 

 装用閾値、語音聴力検査などの聴覚検査 

 SSQなどの機能的聴取質問紙 

 装用者・保護者・医療従事者に対する満

足度調査 

 医療資源・非医療資源（通院時間、交通

費、付き添い等）の利用状況 

 健康関連QOL 

を収集した。 

 さらに、言語聴覚士による遠隔支援として、

装用状況の確認、家庭における聴覚活用方法

の助言、コミュニケーション方法や家庭内での

言語刺激に関する指導などを実施し、その実施

可能性についても検証した。 

 

Ｃ．研究結果   

 本年度は、本研究を遂行するための研究基盤

整備として、当院倫理審査委員会の承認取得、

遠隔医療に必要なハードウェアおよび通信環

境の整備を完了した。 

 また、対象患者のリクルートを開始し、遠隔

フィッティングおよび遠隔聴覚リハビリテー

ションを実施しながら、各種聴覚検査、質問紙

調査、満足度評価および医療・非医療資源利用

状況に関するデータ収集を継続した。 

 本年度終了時点で2症例のデータ収集を完了

しており、現在も症例登録を継続している。 
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Ｄ．考察 

 本年度は研究実施に必要な体制整備を完了

し、症例登録および遠隔聴覚リハビリテーショ

ンを開始することができたことから、研究は概

ね計画どおり進捗している。 

 本研究では、聴覚検査成績のみならず、患者・

保護者・医療従事者の満足度、健康関連QOL、

さらに通院時間や交通費などの医療・非医療資

源についても評価することとしており、遠隔医

療が患者負担の軽減や医療資源の効率的活用

に与える影響を多面的に検証できる点に特徴

がある。 

 また、言語聴覚士による遠隔支援では、機器

調整だけではなく、装用状況の確認、家庭にお

ける聴覚活用方法やコミュニケーション方法

の指導、保護者への助言など、継続的なリハビ

リテーション支援を実施することが可能であ

り、遠隔医療における言語聴覚士の役割を明確

化する上でも重要な知見が得られるものと考

えられる。 

 一方、現時点では症例数が限られているため、

有効性および安全性について結論を導く段階

には至っていない。今後さらに症例数を蓄積し、

対面診療との比較を通じて遠隔聴覚リハビリ

テーションの有効性、安全性および実施可能性

について検証を進める必要がある。 

 

 

Ｅ．結論 
 本年度は、遠隔聴覚リハビリテーションを実
施するための研究体制を構築するとともに、症
例登録を開始し、2症例についてデータ収集を
完了した。研究は概ね計画どおり進捗しており、
遠隔医療の実施基盤を整備することができた。 
 令和8年度も引き続き症例登録およびデータ
収集を継続し、人工内耳・補聴器装用者に対す
る遠隔医療および言語聴覚士による遠隔聴覚
リハビリテーションの有効性、安全性、患者満
足度、患者負担軽減効果について検証する予定
である。得られた成果は、言語聴覚士等による
遠隔聴覚リハビリテーションの標準的運用体
制の構築や、社会実装および将来的な保険診療
への導入に資する基礎資料となることが期待
される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
該当なし 
 2.  学会発表 
該当なし 
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